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Ⅰ．職場のメンタルヘルス

１）メンタルヘルス不調者の増加

　メンタルヘルスとは、言うまでもなく、「心の健康」
のことです。
　毎日の生活で、心の健康を保つのは、けっこう難
しいことなのではないでしょうか。多くの人が、い
ろんなストレスを感じながらも、ときどき息抜きを
しながら、心のバランスをとりながら生活している
というのが現状でしょう。
　ストレスを抱え込んだままでいると、心は次第に
不健康に傾きます。
　遅刻が増える、仕事上のミスを繰り返す、出勤で
きなくなるなど、メンタルヘルス不調といえる状態
になったり、さらにははっきりとうつ病と診断され
る状態になったりします。その結果、休職に至る人
も少なくありません。
　平成19年に厚生労働省が実施した労働者健康状
況調査では、メンタルヘルス上の理由により過去１
年間に連続１ヶ月以上休業した労働者は0.3％、休
職した労働者の割合は0.1％となっています。

　調査時期の就業者人口は約6,400万人ですから、
全国で27万人が心の病気で休職したり退職している
計算になります。また、平成20年の一部上場企業を
対象とした調査では、メンタルヘルス不調で１ヶ月
以上休職している社員がいる企業は62.7％、１社当
たりの休職者は平均9.5人、全従業員に対する比率
は平均0.5％となっています（（財）労務行政研究所
「企業におけるメンタルヘルスの実態と対策」）。
　悩みやストレスが高じて、自殺する人も後を絶ち
ません。日本の自殺者は年間３万人を超えています
（平成22年は３万1,690人）。人口あたりの自殺者率
は米国の２倍、英国の３倍で、ロシアや東欧諸国と
肩を並べ、先進国では極めて高くなっています。こ
のうち、うつ病が原因のひとつとなっている人は
7,020人と約22％でした（いずれも警察庁調べ）。
　心が不健康に傾いたとき、ひとは元気に働けなく
なりますし、自ら命を絶つという事態にも至ること
があります。

２）労災申請の現状

　このような状態は、労災申請の数字にも表れてい
ます。
　過労死が労災と認定されるようになったのは、そ
う昔のことではありませんが、現在では、脳・心臓
疾患による死亡に関して労災請求されたもののう
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ち、３分の１程度が労災と認定されています【図１】。
　精神障害は、平成11年に厚生労働省が「心理的
負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」
を出し、労災として認定されるようになりました。
平成21年度の請求は1,136件にのぼり、この３年間
で、請求件数が脳･心臓疾患にかかる労災請求の数
を上回るようになっています。また請求件数は前年
度に比べ209件（22.5％）増加しており、急激に増
加しているといえます。このうち労災として認定さ
れたのは234件とまだ20％程度ですが、うつ病によ
る休職者が全国27万人もいる現状からは、請求件
数、認定割合ともに増えることが予想されます。
　過労自殺による労災請求は、請求が140件、認定
が63件と少ないですが、認定割合は45％と高くなっ
ています。自殺の原因の約40％はうつ病と言われ
ており、年間３万人の自殺者のうち１万2,000人が
うつ病であり、職場におけるうつが少なくないとい
う状況からすれば、労災申請が増えるのも無理はあ
りません。
　精神障害等にかかる労災請求の請求件数を業種別
にみてみると、もっとも多いのが「医療、福祉」に
分類される「社会保険・社会福祉・介護事業」、次
に多いのがやはり「医療、福祉」に分類される「医
療業」で、あわせて全体の11％となっています。
　医療、福祉の分野は、やはり相当精神的に厳しい
ところのある職場だということがこの数字にもあら
われていると思います。

３）教職員のメンタルヘルス

　教職員のメンタルヘルスについては、昨年、公立
学校教員の休職者について文部科学省が実施した調
査が話題になりました。
　この調査によると、公立小中高校などの教員約
97万人のうち、休職者は8,627人、そのうちうつ
病などのメンタルヘルス不調が理由で休職した人
は5,458人にのぼるとされています。休職者の実に
63.3％がメンタルヘルス不調だったというわけで
す。また在職者に占めるメンタルヘルス不調による
休職者の割合も0.9％となっています。前述の労働
者健康状況調査では、一部上場企業における全従業
員に対する休職者の比率が平均0.5％ということで
したからほぼ、倍となっています。
　文部科学省は、この原因を多忙によるストレスな
どと見て、教育委員会にその軽減対策を求めたよう
ですが、そもそもこの教職員におけるメンタルヘル
ス不調率の高さの原因はなんでしょうか？　職場の

人間関係など、コミュニケーションの問題はまず指
摘されるところでしょう。現代において、他者との
関係をうまくとれない人が増えていることは、よく
指摘されているところです。
　また、教育現場という職場の特殊性からくるもの
も考えられます。現代においては、学生は多様化し
ていますし、教育に求めるものも多彩です。さまざ
まな場面において、昔に比べ、生徒も保護者も、学
校に対する要求水準が高くなっています。それらの
高度化する要求に対し、いつもいつも適切な対応と
十分すぎるほどの説明を迫られていることがストレ
スになっていることは大いにあるでしょう。
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【図１】脳・心臓疾患に係る労災請求・認定件数の推移
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【図２】精神障害等に係る労災請求・認定件数の推移

厚生労働省「平成 21 年度における脳・心臓疾患及び精神障害等
に係る労災補償状況について」より作成
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　文部科学省の調査は、公立の小中高校の教員を対
象としたものですから、もう少し大人に近い生徒を
相手にする専門学校、短大、大学、さらには職業訓
練校である看護学校などについて、まったく同じだ
とはいえません。しかし、教育機関という点で、公
立の小中高校の教員と同じように相手方局面におか
れているということもいえるのではないでしょうか。

【公立学校教員の休職者】

（ 文部科学省「平成 21 年度　教育職員に係る
懲戒処分等の状況について」より作成）

Ⅱ．メンタルヘルス不調とは

１）メンタルヘルス不調の原因

（１）ストレス
　メンタルヘルス不調の最大の原因はストレス（心
理的負荷）であると言われます。ストレスの原因は、
心理的社会的なものばかりでなく、気候、騒音、科
学的刺激、花粉などの生物的刺激などもあります。
また、「ストレス」というと、なにかマイナスのイメー
ジを持ちがちですが、例えば、試験が近いからがん
ばるとか、仕事の締め切りが刺激となって、思わぬ
力が発揮できたとかよい刺激もあります。適度なス
トレスは決して悪いものではないのです。
　しかし、過度なストレスは病気につながります。
典型的なストレス疾患は、胃潰瘍や十二指腸潰瘍な
どであり、身体的に不調を来します。これは、わか
りやすい形で、身体症状が出るわけですが、いわゆ
る「病気」ではなくても、長くストレス状態が続い
たために、身体面、行動面、心理面に影響が出てく
ることがあります。

　身体的には肩凝りや不眠、食欲不振、体重減少な
どが起こる人がいます。行動としては、ぼんやりし
て仕事でミスが多くなる、朝起きられなくなる、い
らいらして落ち着かないなど適応力が弱まる傾向が
見られることがあります。心理的には、おっくうに
なる、悲観的になる、自信を喪失するなどの症状が
出てくることがあります。

（２）個体要因
　メンタル不調の原因の最大のものはストレスです
が、このほかにも個体要因といわれるその人固有の
要因があります。
　これは既往歴、生活史、性格傾向、アルコール依
存などです。依存症は精神障害のひとつですが、依
存症がひきがねとなってうつ病などの他の精神障害
を引き起こすことがあるのです。

２）メンタル不調の種類

　ストレスによる身体面、行動面、心理面の変調に
うまく対処できない場合、不調が高じると精神疾患
に至ることがあります。
　メンタル不調による心の病気で、職場でよく見ら
れるものとしては、うつ病、神経症、心身症、不安
障害、統合失調症、パーソナリティ障害、アルコー
ル依存症などの依存症、発達障害などがあります。
ここでは典型的な精神疾患であるうつ病について説
明しておきます。

（１）うつ病（メランコリー型）
　うつ病（気分障害）は、代表的な精神疾患です。
　一般的なうつ病はメランコリー型と言われ、ゆうう
つな気分、興味や喜びの喪失などが典型的な症状です。
不安やおっくうな感じがつきまとい、自分には価値が
ないと思ったり、死にたいと思ったり、気力、集中力、
決断力が低下するなどの症状が出ることもあります。
　身体的には、食欲がなくなったり、眠れなくなっ
たりします。
　治療法としては薬物療法があり、抗うつ薬が有効
です。できるだけ早く専門医に相談し、気長に休養
することが大切になります。重大な決定もしないほ
うがいいと言われています。
　うつ病の人にがんばれと言うな、というのは最近
はよく言われていますが、周囲の人も、その人の状
態を理解し、むやみに励ましたりしないことが大切
です。
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（２）非定型型うつ病
　最近は、メランコリー型のうつ病ではなく、非定
型うつ病といわれるうつ病も増えています。
　メランコリー型のように落ち込むというよりは、
出来事に反応して気分が明るくなるなど反応が過敏
になる、過食、過眠、激しい疲労、人間関係におけ
る過敏、などの症状も見られます。
　治療法としては、薬物治療と、過眠などで生活リ
ズムが狂うことが多いため、生活指導などを含めた
心理療法などが選択されます。メランコリー型のう
つ病と比べると抗うつ薬が効きにくいとはカウンセ
リングの反応があらわれにくいなど治りにくいとも
言われます。

（３）新型うつ
　さらに、うつ病の新種として、若い人を中心に増
えている新型うつ、プチうつなどとも呼ばれるうつ
病があります。
　仕事はできないんだけど、アフターファイブには
急に元気になって、遊びに行ったりすることもあり、
まわりにはさぼっているとしか見えないことも多い
と言われます。「未熟型」、「現代型」、「ディスチミ
ア親和型」などと命名されたりしていますが、診断
が確立しているとまではいえないようです。
　症状としては、職場で元気がなく外では元気と
いった選択的抑制、自己顕示欲が強い点なども特徴
で、見た目には軽いけれどもなかなかな治りにくく、
やっかいです。

３）職場における一般的なストレスの原因

　前述の労働者健康状況調査では、自分の仕事や職
業生活に関して強い不安、悩み、ストレスがあると
する労働者の割合は58.0％となっています。
　ストレスの内容としては、「職場の人間関係の問
題」が38.4％、「仕事の質の問題」が34.8％、「仕事
の量の問題」が30.6％となっています（３つ以内の
複数回答）。
　ストレス要因のもっとも大きなものは、人間関係
であり、コミュニケーションがますます希薄となっ
ている職場においての対人関係の難しさが浮き彫り
になっているともいえます。

４）看護学校教職員のメンタルヘルス

　それでは看護学校教職員はどうでしょうか？
　看護学校職員であっても、一般的なストレス要因

があるのは当たり前です。教育の現場だけに、人間
関係などはより複雑で、悩みも多いだろうことは公
立学校の教職員と同じでしょう。
　それ以外に、看護学校であるということで特徴的
なストレス原因はあるのでしょうか。具体的に考え
てみましょう。

（１）高度な教育の要求
　看護学校では、生徒たちは職業訓練を目的として
学んでいるわけですから、例えば短大やモラトリア
ムな時代を過ごしている大学生などに比べると生徒
の目的意識も強いでしょうし、生徒の多様化という
ような面では、公立の小中高校の教員が求められて
いるような想定外の要求に対応しなければならない
ということは少ないようにも思います。
　しかし一方で、目的意識が強いゆえの、学校に求
める水準の高度化は明らかでしょう。学校では近年、
学生による教員の評価がなされており、高い教育内
容が求められています。日々そのような要求にさら
されるのはそれなりに精神的に厳しいものだといえ
るでしょう。ただ、高い教育内容を求められるのは
当然であり、これに応えるのは教員の責務といえる
でしょう。

（２）不合理な要求
　ただ、近年の看護学校の状況をうかがうと、教員
はこのような高度な教育、というような要求ではな
く、それとは異なる次元の対応に悩まされていると
いう面があるようです。看護学校には、目的意識を
強く持ち勉強に励む学生がたくさんいるだけではな
く、小中学校と同じように、入学しさえすれば単位
がとれなくても卒業できて当然だと思う生徒もいる
ようです。単位がとれなければ卒業できないという
のは、一昔前までは常識だったようですが、落とし
たのは１単位だけだから何とか卒業させてくれと
言ってくる人がいるとも聞きます。中には、両親も
一緒にそのような要求をしてくる場合もあるよう
で、このような場合に限って、「単位がとれなけれ
ば卒業させられない」という変えようがないルール
に納得せず、次第にモンスター化したりするケース
もあるようです。
　このような学生や両親に対する対応は、教員を疲
弊させます。特に学校というところは、経営者であ
る校長や教頭も教員であり、そのような教育以外の
出来事に対応する経営のプロが常にいるというわけ
ではありませんから、慣れない対応に苦慮して精神
的にまいってしまうということもあるでしょう。
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（３）感情労働
　これらに加え、「看護職」という職業にともなう
ストレスが、看護学校では潜在的に発生しやすいと
いうこともいえるように思います。
　看護職は「感情労働」と言われます。
　感情労働とは、例えば肉体を使う労働を「肉体労
働」といい、頭脳を使う労働を「頭脳労働」という
ように、感情を使う労働のことです。「感情を使う」
と言っても、ピンとこないかもしれませんが、この
感情労働という概念は、アメリカの学者アーリーン・
ホックシールドが「The Managed Heart（邦題　
管理される心）」で提唱したもので、その中で感情
労働は「相手に感謝や安心の気持ちを喚起させるよ
うな、公的に観察可能な表情や身体的表現をつくる
ために行う感情の管理」であるとされています。
　つまり、簡単に言うと、相手のある職業で、相手
に安らぎだったり安心だったりというようなある種
の気持ちを持ってもらうことがその仕事の内容であ
るために、自分の内心とは合わないものであっても、
自分の感情をコントロールする必要があることがあ
ります。それは感情を抑制したり、鈍磨させたり、
緊張状態においたりというようなことであり、その
ような感情のコントロールが不可欠な労働を感情労
働というのです。
　ホックシールドは、飛行機のキャビンアテンダン
トを感情労働の典型としていましたが、現代では、
看護師、医師などの医療職、介護士などの介護職、
キャビンアテンダント、ホテル従業員等の接客業、
弁護士、クレーム対応係などが感情労働の代表とさ
れ、現代アメリカでは実に職業の３分の１が感情労
働だといわれています。
　労働のうち、肉体労働も頭脳労働も休息によってか
なりの部分癒されますが、感情労働はいわゆるストレ
スが大きく、なかなか癒されないのが特徴です。また、
達成感が乏しいことも多く、したがって、ストレスが
蓄積し、メンタル不調に至ることもよくあるのです。
　特に看護職は、病気を抱えた患者と日常的に接し、
彼らの不安を和らげ、適切な医療的な処置をするの
が仕事で、時には患者に安らぎを与えることまで期
待されており、特に不合理な患者と接するには困難
も伴い、典型的な感情労働であることは否定しよう
がありません。
　これは、先に述べた精神障害等に係る労災請求で、
請求が多い事業分野のトップが医療職、次が介護職
であることとよく符合していると思います。看護職
はメンタル面で非常に厳しい状態におかれることの
ある職業だといえます。

（４）看護を教えるという仕事
　看護学校では、看護職を育てています。カリキュ
ラムにおいては、病院における実習は総教育時間の
３分の１に及びます。教育実習は、それによって生
計を立てるわけではありませんから、看護師ほどの
責任はないかもしれませんが、学生自身も自分の感
情をコントロールしつつ患者と接することが求めら
れ、しかも生まれて初めてそのような状況におかれ
るわけですから、それは立派な感情労働であり、そ
のストレスも大きいでしょう。そして、そういう学
生を教える教員もまた、通常の教員とは違った意味
で大きなストレスにさらされるといえます。
　先に述べた厚生労働省の労働者健康状況調査で、
メンタルヘルス不調による退職者または１ヶ月以上
の休職者がいる事業所の割合は、事業所全体では
7.6％ですが、教育・学生支援業では9.5％と高い値
を示しています。この割合は、医療・福祉分野では
11.1％とさらに高まります。これらの値は、情報通
信業の30.4％等には及びませんが、それに続く水準
のグループに入っています。
　これらのことからは、医療・福祉分野での職業訓
練校である看護学校は、そもそも感情労働である医
療・福祉という分野で、いわゆる「重い」仕事を目
指すという特殊性に加え、教育現場であるわけです。
　このような点からも、看護学校では、一般の職場に
はないストレスが多く、メンタルヘルス面では、かな
り厳しい職場であるということがいえるでしょう。

Ⅲ．メンタル不調への対応

１）安全配慮義務

　職場におけるうつ病など、精神面での健康状態が
問題にされるようになったのは、そう遠い昔の話で
はありません。職場において従業員の健康状態を規
制する法律は、労働安全衛生法ですが、この法律が
制定された当初は、法律の名前に「安全」「衛生」
とついているとおり、工場や建設現場などを念頭に
おいた肉体的な安全や、施設の衛生状態を管理する
ことが主眼でした。つまり作業事故や人体への悪影
響のある環境、衛生状態をよくするために使用者は
意を尽くさなければならないし、それで足りると考
えられていたのです。
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　しかし、産業構造がサービス業主体へと移行し、
いわゆるホワイトカラーの労働者が多くなっていく
中で、仕事上のストレスによって精神障害を来たす
人も増えてきました。また、従業員があまりの忙し
さからうつ病になり、自殺してしまったケースが頻
発し、しかもこれが労災と認められなかったために
訴訟となり、裁判所が企業の責任を認めて敗訴する
ケースが相次ぎました。このころから、健康を保つ
うえでは、身体面の健康だけでなく、心理面の健康
も重要だと考えられるようになり、精神障害もまた、
職場で問題となり得る病気であると考えられるよう
になってきたのです。
　もっとも有名なのが、電通の若い広告マンが激務
の末うつ病で首つり自殺してしまったことで、会社
が労働者の心身の健康を損なうことがないよう注意
する義務に違反したとして、遺族が会社に対して損
害賠償請求し、最高裁まで争われたうえで、会社が
１億6,800万円を支払って和解した電通事件です（裁
判Ｈ12.3.24）。また、2002年には、うつ状態で休養
をとりたいと言っている労働者に休暇をとらせず、
上司が励ましているうちに労働者が自殺し、遺族が
会社と上司を訴えた三洋電機サービス事件（東京高
裁H14.7.23）において、東京高裁がその訴えを認め
ました。
　職場において、事業者は従業員の安全衛生に対し
て責任を持たなければならないということは、安全
配慮義務という形で認められてきましたが、電通事
件では、安全配慮義務の範囲が肉体的なものだけで
はなく、精神面にまで広げられました。電通事件以
降、事業者には、労働者の精神面での健康に配慮し、
長時間残業をさせないように労働時間を管理する義
務や、健康診断を受けさせる義務、うつ病の従業員
の状態を悪化させない義務など、従業員の心身の健
康に配慮する義務が認められていきます。これを怠
ると、事業者は安全配慮義務違反として損害賠償義

務があるとされていったのです。
　安全配慮義務はもともと、民法の信義則を根拠と
して、判例法で認められていったものですが、現在
では、労働契約法第５条に明文の規定があります。
（労働者の安全への配慮）
第五条　使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体
等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮
をするものとする。

２）業務起因性

（１） ストレス原因によってメンタルヘルス不調
に対する職場の対応は異なる

　安全配慮義務が認められるのは、メンタルヘルス
不調の原因が業務と関係あるときです。
　メンタルヘルス不調は、ストレス、個体要因によっ
て引き起こされます。個体要因からのみ生じるメン
タルヘルス不調について、事業者は責任を負いませ
ん。もちろん、病気の人に対するケアは必要でしょ
うが、予防は難しく、ストレスを原因とする不調と
は異なりますから、使用者の責任は問われません。
　メンタルヘルス不調という意味では、ストレス原
因を分類する意味はほとんどありませんが、使用者
の責任を考えるときには、やはりその人のメンタル
ヘルス不調が職務によって引き起こされたかどうか
が問題なのです。そして、メンタルヘルス不調が職
務上の原因によるとき、それを業務起因性があると
いいます。
　従業員の病気が労災に認定されるかどうかや、事
業者に安全配慮義務があり、その義務違反によって
使用者が損害賠償義務を負うかどうかは、この業務
起因性があるかないかによって決まってきます。そ
のために業務起因性の有無が大切になります。

（２）業務起因性の判断

　ア　 心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針

　厚生労働省は、電通事件の第一審判決で会社が敗
訴した平成８年以降、職場での精神障害発症に関す
る社会的関心が一気に高まったことを背景に、メン
タルヘルス対策に乗り出しました。
　1999年に、精神障害が労災認定できるかという
基準として、厚生労働省が作成したのが、「心理的
負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」
です。これは、精神障害が業務上の原因によるもの
かどうか、つまり「業務起因性」があるかどうかを
判断するための指針です。
　外的な事故と異なり、精神障害の原因を究明する
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のはそれほど簡単ではありません。ストレスで「う
つ病」になったとしても、それが業務上のストレス
であるのか、プライベートな問題によるのかはなか
なか判断しがたいのです。また、もともとうつ病で
あったり、生活に問題があったりすることもあるか
もしれません。その中で、ひとつの判断の基準とな
るのが、この「心理的負荷による精神障害等に係る
業務上外の判断指針」です。
　この指針にしたがって、業務起因性がある精神障
害であると判断された場合には、労災認定されるこ
とが多くなります。そして、さらに、労災認定され
るような業務起因性のある精神障害が生じた場合
は、使用者には労働者の心身の健康に対する安全配
慮義務違反があるとして、労働者が被った損害につ
いて、使用者に損害賠償義務があると判断されるこ
とが多くなります。
　この点で、業務起因性があるかどうかというのは、
使用者にとってたいへん重要になるわけです。職場に
おいて精神障害を発症する人はいないにこしたことは
ありませんが、職場の管理者としては少なくとも、働
き方のせいで精神障害になることがないように、つま
り業務起因性のある精神障害が発症することがないよ
うに、職場をマネジメントしなければなりません。

　イ　 精神障害が労災に認定される３つの条件

　精神障害として労災認定されるには、３つの条件
があります。それは、
　①対象となっている精神障害を発症している。
　②業務による強い心理的な負荷が認められる。
　③ 業務以外の心理的負荷及び個体側要因による発
症は認められない。

ということです。この３つの条件を満たすことで、
業務起因性のある精神障害の発症が認められ、労災
として認定されます。
　以下、ひとつひとつみてみましょう。これらの基
準では、具体的なことがらが列挙されてそれぞれを
検討する形になっています。ですからこの基準を
知っておくと、職場で、これらのことがらが起きな
いように対処できます。職場における精神障害の発
生の予防とストレスマネジメントという意味で、こ
の基準は知っておく必要があります。
（ア）対象となっている精神障害を発症している。
　１番目の条件として、「判断指針で対象となっ
ている精神障害を発症していること」が必要です。
　対象となる精神障害は、「国際疾病分類第10回
修正（ＩＣＤ－10）」の第Ⅴ章「精神および行動
の障害」（表１）に分類される精神障害ですが、

ほとんどの精神障害が対象と言ってよいでしょ
う。この中でも、特に業務関連として発症するこ
とが多いのは、「うつ病」などの気分（感情）障害、
神経症性障害（不安障害）、ＰＴＳＤを含むスト
レス関連障害です。

（イ）業務による強い心理的な負荷の有無
　２番目の条件は、「業務による強い心理的な負
荷が認められること」です。この心理的な負荷は、
「職場における心理的負荷評価表」を用いて、精
神障害の発病前おおむね６ヶ月の間に、当該精神
障害を発病させ得る業務上の負荷があったかどう
かを客観的に評価します。
　心理的な負荷については、
　① 過去６ヶ月間に発生した出来事の負荷を３段
階で評価

　②心理的負荷の強度を修正
　③出来事に伴う変化等を検討
したうえで、総合的に評価し、総合評価が「強」
となった場合に心理的な負荷が認められることに
なります。
　①について、心理的な負荷があったかどうかは、
「心理的負荷評価表」（表２）に基づいて行われます。
　評価表では、出来事についての「平均的な心理
的負荷の強度」を３段階に分けて示しており、日
常的に経験する一般的に問題とならない程度の心
理的負荷を強度「Ⅰ（軽）」、人生の中でまれに
経験することもある強い心理的負荷を強度「Ⅲ

労災の対象となる精神障害
Ｆ０　症状性を含む器質性精神障害
Ｆ１　 精神作用物質使用による精神および行

動の障害
Ｆ２　 精神分裂病、分裂病型障害および妄想

性障害
Ｆ３　気分[感情]障害
Ｆ４　 神経症性障害、ストレス関連障害およ

び身体表現性障害
Ｆ５　 生理的障害および身体的要因に関連し

た行動症候群
Ｆ６　成人の人格および行動の障害
Ｆ７　知的障害（精神遅滞）
Ｆ８　心理的発達の障害
Ｆ９　 小児〈児童〉期および青年期に通常発

症する行動および情緒の障害、詳細不
詳の精神障害

【表１】ＩＣＤ－10第Ⅴ章「精神および行動の障害」分類
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（強）」、その中間に位置する心理的負荷を強度「Ⅱ
（中）」としています。
　強度「Ⅲ」に分類されているのは、「大きな病
気やケガをした」「交通事故（重大な人身事故、
重大事故）を起こした」「退職を強要された」な
どの出来事です。
　強度「Ⅱ」には、「勤務・拘束時間が長時間化した」
「左遷された」「上司とのトラブルがあった」など
です。
　強度「Ⅰ」には、「顧客とのトラブルがあった」「仕
事のペース、活動の変化があった」「自分の昇格・
昇進があった」といったものがあげられています。
　心理的負荷表は、おりおりに改正されています。
現在発表されている負荷表は表２のとおりです。
平成21年の改正で、強度「Ⅲ」に「ひどい嫌がらせ、
いじめ、または暴行を受けた」、強度「Ⅱ」に「違
法行為を強要された」「職場で顧客や取引先から
無理な注文を受けた」など、現在の職場環境の変
化に応じた項目が追加されています。
　次に、②の負荷の強度を状況に応じて修正しま
す。「出来事」の分類では強度が「Ⅱ」でも、その「出
来事」の実際の内容や程度により、強度ⅢやⅠに

修正するわけです。
　さらに、月間80時間を超えるような長時間労働に
なっている場合も、強度が上がる要因となります。
　最後に、③の判断です。ストレスになる出来事
の発生により、仕事の量や質、責任の度合い、裁
量性、職場環境がどの程度変化したのかという点
や、使用者の支援や具体的な対処や配慮の具合な
どを総合的に評価して、評価が「強」となれば、
この条件は満たしているということになります。

（ウ） 業務以外の心理的負荷及び個体側要因による
発症は認められない。

　３番目の条件は、「業務以外の心理的負荷及び
個体側要因により当該精神障害等を発病したとは
認められないこと」です。
　例えば家族を失ったとか失恋などは大きなストレ
スでしょうが、基本的には個人的なものです。この
ような事情は業務以外の心理的負荷とされます。
　この判断については、「職場以外の心理的負荷
評価表」（表３）によって評価します。
　また、①既住歴、②生活史（社会適応状況）、
③アルコール等依存状況、④生活傾向もみて、そ
れぞれに問題がある場合も個体側要因が認めら

【表２】職場における心理的負荷評価表
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れ、業務起因性があると判断されない可能性が高
くなります。
　これらの条件すべてにあてはまる場合、業務起
因性のある精神障害と認められます。

３）職場におけるメンタルヘルス対策

（１）メンタルヘルス不調の予防と対応
　職場で、メンタルヘルス不調に陥るひとが少なく
ないこと、その原因、そして職場でメンタルヘルス
不調者が出てその原因が業務にあるとなると、事業
者にも責任が問われかねないことをみてきました。
　職場の環境を適切に保って、みんなに気持ちよく
働いてもらうためにも、事業者は尽くすべき義務を
尽くし、無用な損害賠償責任を負わなくてもいいよ
うに対策が必要です。

（２）メンタルヘルス指針

　ア　メンタルヘルス指針の制定

　メンタルヘルス対策を計画・実施していくうえで、
基本となるのは厚生労働省が出している「メンタル
ヘルス指針」です。
　前述したとおり、電通事件をきっかけに、職場の
メンタルヘルスに対する関心は高まり、厚生労働省

（当時の労働省）は、2000年８月に「事業場におけ
る労働者の心の健康づくりのための指針」を出しま
した。これは事業者に対し、職場環境の改善、個々
人への配慮、相談対応など、メンタルヘルスケアの
具体的な方法を示したものです。
　その後も対策は続き、2004年に「心の健康問題
により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」が
公表されました。さらに2005年11月には、改正労
働安全衛生法（2006年４月１日施行）が公布され
て、長時間労働者に対して医師による面接指導を実
施し、メンタルヘルス面での指導を行うことが必要
になりました。また、安全衛生委員会の調査審議事
項に過重労働及びメンタルへルス対策が加わる等、
この改正ではメンタルヘルス面が強化されます。
　こうした法改正及び社会状況の変化を受け、
2006年、厚生労働省は「労働者の心の健康の保持
増進のための指針」（メンタルヘルス指針）を発表
しました。この新指針は旧指針と大きく変化したわ
けではありませんが、それまでの情勢変化を受けて、
より充実した内容になっています。

　イ　メンタルヘルス指針の趣旨と基本的な考え方

　メンタルヘルス対策の基本は、労働安全衛生法第
69条１項の「事業者は、労働者に対する健康教育
及び健康相談その他労働者の健康の保持増進を図る
ため必要な措置を継続的かつ計画的に講ずるように
努めなければならない」というものです。この69
条１項を適切かつ有効に実施するため、安全衛生法
第70条の２は、必要な指針を公表すると定めてお
り、それがこのメンタルヘルス指針です。
　メンタルヘルス指針は次の９項目から構成されて
います。
　①趣旨
　②メンタルヘルスケアの基本的考え方
　③衛生委員会等における調査審議
　④心の健康づくり計画 
　⑤4つのメンタルヘルスケアの推進
　⑥メンタルヘルスケアの具体的進め方
　⑦ メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮
　⑧ 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取
組の留意事項

　⑨定義 
　メンタルヘルス指針は、事業者が労働者の健康の
保持増進を図るために講ずるメンタルヘルス面での
措置について方針を示したものであり、よく考えら
れたものです。もちろんメンタルヘルス対策は、そ
れぞれの個別事情に合わせて実行されるべきもので

【表３】職場以外の心理的負荷評価表
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すが、おおむねこの指針の考え方に沿っていけば、
かなりの程度のメンタルヘルス対策ができあがりま
す。学校でも同じです。
　メンタルヘルス対策の進め方としては、衛生委員
会等で十分に事業場の状況を調査し、「心の健康づ
くり計画」を策定します。指針は、具体的に「誰が」
「何を」するのかという点については、「４つのケ
ア」という考え方を示しています。さらに、具体的
に「何を」するかということについて述べています。
なお、常時50人未満の労働者を使用する事業場に
ついては、衛生委員会等の調査審議に代えて、関係
労働者の意見を聴くための機会を利用して、メンタ
ルヘルス対策について労働者の意見を聴取するよう
に努め、その意見を踏まえて「心の健康づくり計画」
を策定することになります。
　ここでは、「心の健康作り計画」とメンタルヘル
ス指針の中心となる「４つのケア」及びその「具体
的な進め方」について説明します。

　ウ　心の健康作り計画

　「心の健康づくり計画」では、責任者がまずメン
タルヘルスケアの重要性を認識し、職場が一体と
なって心の健康作りを積極的に推進することを表明
することが大切となります。
　具体的には、①実施担当者の選任、②現状の問題
点の把握、③問題点を解決するための具体的な計画
策定、④人材の確保及び事業場外資源の活用、⑤実
施状況の評価及び計画の見直し等についての基本計
画策定――という順番で進めていきます。
　意外に見落とされがちなのが、最後の「実施状況
の評価と見直し」で、やりっぱなしではなく、継続
的に少しずつよい環境を作っていくために重要です。
　そして、実際に働く人たちが意見をだしつつ、み
んなで働きやすい職場づくりに取り組むことが必要
です。

　エ　４つのケア

　メンタルヘルスケアを推進するうえで、最も重要
になるのが、いわゆる「４つのケア」です。これは「セ
ルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場内産業保
健スタッフ等によるケア」及び「事業場外資源によ
るケア」の４つで、メンタルヘルスケアを推進する
主体ごとに、まとめられています。

（ア）セルフケア
　「セルフケア」はまさに健康は自分で作るとい
う考えに基づくものです。

セルフケアを推進していくには、まず労働者自身
がストレスについての基本的な知識を身に付け、
ストレスに早めに気づくことが必要であり、早め
に具体的な対策を実行していくことが大切です。
　そのために、大切なのは教育ですから、事業者
は労働者に対して、セルフケア教育を行い、自発
的に相談しやすい体制及び環境を整備する必要が
あります。
　セルフケア研修などがとても大切です。
　ところで、職場の管理監督者自身がストレスを
受けるケースも多いのですが、他人のメンタルヘ
ルスにばかり気をとられて、自分もセルフケアの
対象者であることは忘れられがちです。したがっ
て、管理監督者にもセルフケアが必要です。

（イ）ラインによるケア
　次に重要なのが「ラインによるケア」の推進です。
　メンタルヘルスの問題はなかなか把握しにくい
ですが、使用者には安全配慮義務の内容として、
部下の職場環境、労働時間、仕事内容や質、職場
の人間関係など、ストレス状況が生じていないか、
労働者の作業を管理する責任が生じてきます。
　また何よりも大切なのは、職場での従業員の異
常に早めに気づくことです。メンタルヘルス不調
では、遅刻が多くなる、無断欠勤する、勤務中
ぼーっとしているなど、目立った行動が出てくる
ことが多いので、そのような不断とは違う行動に
注目し、異常に気づいたら相談を受けるようにし
ましょう。
　とはいえ、こうしたことも、職場の人たちにメ
ンタルヘルス不調の知識があってこそのことです。
ラインに対する教育研修や情報提供が重要です。

（ウ）事業場内産業保健スタッフ等によるケア
　「事業場内産業保健スタッフ等」とは、産業医
及び衛生管理者、保健師、心の健康づくり専門ス
タッフ、人事労務管理スタッフ等のことをいいま
す。産業衛生の専門家であり、これら産業保健ス
タッフ等が中心となって、セルフケア、ラインに
よるケアが実効性を持つよう体制作りをしていく
ことになります。

（エ）事業場外資源によるケア
　「事業場外資源によるケア」とは、事業場内で
は困難な専門的サポートのことです。相談等を中
心に提供する機関から、セルフチェック等のアセ
スメントを行う機関、計画作成のコンサルティン
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特別寄稿■

グから対策の実行までを総合的にサポートする機
関までさまざまなものがあります。
　メンタルヘルスケアでは、計画立案に始まり、教
育研修、相談体制の確立、休・復職支援体制、医療
サポート体制など、専門的な対応が必要なことがた
くさんあります。しかし、社内だけで、この体制を
整えるのは難しいことも多いですし、少人数の職場
ではそもそも無理ということもよくあります。
　そこで、外部の相談機関やメンタルヘルスを専
門とするＥＡＰ、地域産業保健センター、地域医
療機関等の事業場外資源の活用を図ることが効果
的です。
　事業場外の資源を活用するにあたっては、各事
業場の実態にあわせ、事業場が主体となることが
大切です。

４）メンタルヘルスケアの具体的進め方

　これらの体制を整えたうえでの具体的な取り組みは
　①教育研修・情報提供
　②職場環境等の把握と改善
　③メンタルヘルス不調者の早期発見と適切対応
　④職場復帰における支援
の４つとされています。

ア） メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・
情報提供 

　メンタルヘルス不調とはどういうものか、またそ
のケアとはそもそもどういうものか、対策といって
も、誰が何をどこまですべきかはよくわからないも
のです。
　そこで、事業場としての基本方針の徹底や基本知
識の習得、教育研修やさまざまな情報提供などが重
要になります。
　教育研修としては、管理職も含め全従業員を対象
とした「セルフケア教育」、「管理監督者への教育」、
「事業場内産業保健スタッフ教育」の３種類に大き
く分かれます。
　セルフケア教育では、「メンタルヘルスケアに関
する事業場方針」を周知することが大切です。メン
タルヘルス不調は、人に知られたくないという気持
ちもあり、なかなか自分から相談しない人も多いの
ですが、やはり調子が悪いときには自発的に相談し
てもらい、早期に不調を発見して、よく休み治療し
てもらうことが大切です。気軽に相談できる雰囲気
作りも大事です。
　管理監督者への教育では、管理監督者の責任と役

割の意識を醸成することが重要です。ストレスに関
する基本理解、職場でメンタルヘルスケアを行うこ
との重要性の認識が大切です。
　産業保健スタッフへの教育については、管理監督
者への教育内容のみならず、職場環境全体の評価・
改善方法、職場復帰に関する項目、事業場外資源と
の連携方法、教育研修などを実施する方法等が内容
として加わってくるでしょう。

イ）職場環境等の把握と改善
　健康的でメンタルヘルス不調に陥らない職場づく
りがここでのテーマです。
　職場内で何が健康を阻害する要因はなにか、業務
時間が過重なのか、人間関係に問題があるのか、な
どを確認し、より健康的な職場づくりをしていくこ
とが大切でしょう。
　例えば、仕事の量や質、人間関係（セクハラ、パ
ワハラを含む）、作業環境等、職場のストレス要因
になりやすいはないか、チェックが必要です。
　また、働く人の意見を聞ける・言える職場作りも
必要です。
　こうして認識した課題については、具体的な改善
策を実施し、改善効果を検証して見直します。これ
が意外と重要ですので、継続的な職場作りのために
ぜひ実行してください。

ウ）メンタルヘルス不調者の早期発見と適切な対応
　どんなにがんばって健康的な職場作りに励んで
も、それでもメンタル不調者が出ることがあるのは
しかたがないことです。しかしそのときでも、その
人のためにも職場のためにも、できるだけ早期に発
見して適切に対応することが必要です。
そのときのポイントとしては、
　①労働者による自発的な相談とセルフチェック
　② 管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等によ
る相談対応等

　③労働者の家族による早期発見や支援の促進
があげられます。
①労働者による自発的な相談とセルフチェック
　メンタルヘルス不調は、本人も管理監督者も気
づかないケースがありますし、本人が自発的に相
談しないために、処置が後手に回ることも少なく
ありません。
　そこで、メンタルヘルスについて気軽に相談で
きる体制作りが必要となります。事業場内で言い
にくければ事業場外の資源を活用して相談できる
ようにします。個人情報保護についても配慮して
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いることが、相談する人にわかるようにします。
　そして、メンタルヘルス不調者を把握した場合
には、必要に応じて医療機関やメンタルヘルス相
談の専門機関に迅速に取り次げるようにしておき
ましょう。
② 管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による
相談対応等
　管理監督者に相談すると言っても、管理監督者
自身にある程度の知識がないと、相談はできませ
ん。そこで、管理監督者自身は研修をしっかりと
受け、日頃から積極的に相談に応じる姿勢を見せ
ておくべきでしょう。実際に相談を受けたときに
は、相手の話をじっくりと聞いてあげること（傾
聴）が大切です。
　話を聞いて職場環境に課題がある場合には具体的
な改善を実施し、労働者に健康上の課題があると思
われる場合には、産業医や医療機関への相談及び受
診を促します。医療的な対応が必要だと思われると
きは、医師等、専門家に任せることが必須です。
③労働者の家族による早期発見や支援の促進
　メンタルヘルス不調については、労働者と日常
的に接している家族が気づくケースも多いと言わ
れます。なにかおかしいと感じたときに、メンタ
ル不調に思いを致すことができるよう、可能であ
れば家族への情報提供もしておきましょう。家族
から事業場に相談があった場合にも適切に対応で
きるように体制を作り、そのことを本人や家族に
知らせておけばベストです。

エ）職場復帰支援
　精神障害等が発見された場合には、治療とともに
ゆっくり休むことが必要です。何よりも健康が大切
なのですから、休職をおそれないことです。
　休職をめぐる問題点もありますが、業務起因性の
ある精神障害が発祥している場合、解雇はありませ
んから、治療に専念しましょう。そのためには、休
業補償のある保険の整備なども重要でしょう。
　休んで治癒したら、職場に復帰します。
　メンタルヘルス不調によって休業した労働者が円
滑に職場に復帰し、就業を継続できるようにするた
め、指針では、職場の実情に応じた「職場復帰支援
プログラム」を策定とその周知を求めています。作
成にあたっては、衛生委員会等で審議し、産業医等
の助言を得ながら、休業の開始から通常業務への復
帰に至るまでのプロセスを考えて、プログラムの内
容、関係者の役割を定めます。
　プログラムの存在と内容は従業員に周知します。

　休職や復職のときに、そのことを職場にどう伝え
るのかは難しい問題です。本人の了解を得るという
のが原則ですが、できればこの点についても考えて
おきましょう。
　復帰プログラムを適用したら、リハビリ出勤など
の制度を活用しつつ、復帰を目指せるようにしま
しょう。

オ）個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスはそれほど人に知られたいと思う
ものではありませんから、ケアを進めるにあたって、
健康情報を含む労働者の個人情報の保護に配慮する
ことも重要です。 
　事業者は健康情報を含む労働者の個人情報の保護
に関し、「個人情報の保護に関する法律」及び関連
する指針等を遵守し、労働者の健康情報の適正な取
り扱いを図る必要があります。

カ） 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取
組の留意事項

　常勤する労働者が50人未満の小規模な事業場で
は、メンタルヘルスケアのための十分なノウハウや
スタッフを確保することはなかなか困難です。
そこで、セルフケア、ラインによるケアを中心に対
応を組み立てていきます。、地域産業保健センター
や外部ＥＡＰ等、事業場外資源を積極的に活用する
ことも重要です。

終わりに

　教職員のメンタルヘルスに影響を及ぼすストレ
ス、メンタルヘルス不調の原因、メンタルヘルス不
調の原因と業務起因性、メンタルヘルス不調への対
応について述べてきました。
　メンタルヘルス不調への関心は高まっており、職
場での対処も必要とされるようになってきました。
　患者さんの健康のために働く看護師さんの養成学
校でメンタルヘルス不調者が多かったというのでは
紺屋の白袴と言われかねません。
　日々の業務が忙しく、なかなかメンタルヘルス対
策に割く時間もないでしょうが、より健康的な職場
をめざして健康作り計画を作り、実践していただき
たいと思います。
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共済会の活動■

■ ｢平成23年度　一般社団法人
　　日本看護学校協議会共済会　定期総会｣ の開催

　去る６月10日（金）の午後４時から、長野県軽
井沢町の軽井沢プリンスホテル・ウエストの国際会
議場「浅間」にて、一般社団法人になって二回目の
定期総会を開催いたしました。
　代議員総数48名のうち出席47名（内委任状11）
を以って、定期総会が成立しました。

議案
１）平成22年度　事業報告
２）平成22年度　収支決算報告並びに監査報告
３）平成23年度　事業計画（案）
４）東日本大震災に伴う共済制度補償費について
５）平成23年度　収支予算（案）

以上の議案について、事務局より説明があり、全会
一致で承認されましたことをご報告いたします。あ
りがとうございました。
　今回は、本年３月11日の東日本大震災に対する
共済制度補償費の拠出について例年を大幅に上回る
共済制度事業費を計上し、一人でも多くの被災され
たWillに加入されている学生さんの支援ができるよ
うに予算をとりました。当会では震災後に、被災地
域の学校様宛に書面にて、３月11日現在Willに加
入されている学生さんの被災状況をご報告いただく
ようお願いいたしました。まだ、未確定の学校様も
ありますが、申告されていない学校様がありました
ら、Will事務局までご連絡ください。被災お見舞い
の対象になる方には当会共済制度から、３万円を限
度にお見舞金をお送りいたします。
　また、平成22年度収支決算報告、平成23年度収
支予算につきましては、当会ホームページに掲載い
たしますので、ご覧下さい。

　平成23年度　事業計画

Ⅰ　出版事業
　１．｢ 看護職のための医療安全ガイドブック｣　　

（卒業生向け）
　２．｢ 臨床検査技師のための医療安全ガイドブック｣

（卒業生向け）
　※毎年お届けしていました「実際に起こった事故
例から見る安全対策」は、本年１月にお届けした平
成23年度版で最後となります。より多くの先生方、
学生さんにも見ていただけるようにするため、今後
は当会ホームページで閲覧できるようにいたしま
す。どうぞご利用ください。

Ⅱ　広報事業
　１．一般社団法人日本看護学校協議会共済会ニュース
　　　「from共済会VoL．10」
　　　｢from共済会VoL．11｣（平成24年2月発行予定）
　２．ホームページ
　　　・ 事故例報告と事故例別Q&Aの充実（対人

事故発生時の対処の仕方等）
　　　・ 各医療技術者団体とのホームページリンク

と各種更新業務
　　　・ トラブル無料相談コーナーの設置
　　　　（対応者： 当会顧問弁護士・社会保険労務士･

公認会計士･税理士等）
　　　・携帯電話サイトの充実
　
Ⅲ　講演会
　１．会員校からの要請による講演会の開催
　２・当会企画による講演会の開催

Ⅳ　国際交流
　１．平成24年度活動にむけた準備委員会設立
　　　 海外の看護学校、大学等の施設見学や、当会

と交流のある日中医学交流センターの協力に
よる日本人対応型の中国の病院の視察等を視
野に、活動のための方向性を構築する。

Ⅴ　補償制度
　１．独自の企画開発による補償制度
　　　●学生・教職員のための総合補償制度「Will」
　　　　 平成23年度の加入者数は17万人程度にな

る見込みです。
　　　●看護職のための総合補償制度「e－kango」
　　　　 23年度新たに ｢団体長期障害所得補償保険｣

を加え、「看護職賠償責任保険」と ｢普通

共済会の活動
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傷害保険」の３種を任意に組み合わせるこ
とができます。

　　　●「Will」加入校のための「個人情報漏えい保険」
　　　　 「Will」の会員校は管理する個人情報が比

較的少ないため、補償限度額を適度に抑え、
且つ学生の定員数で保険料を算出する方法
をとることにより、安価な保険料を実現し
ました。この保険は「Will」に組み込まれ
ている個人情報漏えい保険に比べ、漏えい
事故が起きた場合の詫び状費用や見舞金購
入費用が補償されます。

　２．他団体からの依頼により共同開発した補償制度

　　　― 都道府県看護協会 ―
　　　●看護専門職の研修補償制度
　　　　「Will& e－kango」
　　　● 都道府県看護協会役員のための「役員災害

補償制度」

　　　― 一般社団法人日本看護学校協議会 ―
　　　●学資保険「b-nurse」

以上の補償制度の更なる充実を目指し、安心をお届
けしていきます。

■定期総会に伴う特別講演会を開催いたしました。

　６月11日（土）午前10時より、軽井沢プリンス
ホテル ウエスト国際会議場 ｢浅間｣ において、長
野県を代表する病院の一つである佐久総合病院地域
医療部地域ケア科医長の色平哲郎医師を講師にお迎
えし、講演していただきました。

演題：医療の在り方を問う！ ｢金持ちより心持ち｣
講師：色平哲郎先生
座長：荒川眞知子理事

【色平哲郎先生　紹介】
　1960年神奈川県横浜市に誕生。入学した東京大

学理科１類を中退。世界中を放浪し帰国後、京都大
学医学部に入学。1990年卒業。内科医となる。故・
若月俊一医師を慕いＪＡ長野厚生連・佐久総合病院
に勤務。その後1998年から、同県南牧村野辺山へ
き地診療所長、南相木村診療所長を歴任。08年か
ら現職。地域医療に携わる。
　勤務の傍ら、東日本大震災で被災し、孤立化して
いる現場の支援を続けている。
　著書：｢命に値段がつく日　所得格差医療｣（共著）。
｢大往生の条件｣等。先生を紹介するノンフィクショ
ンとして、山岡淳一郎著「風と土のカルテ　色平哲
郎の軌跡」がある。
　先生の推薦図書：「ヘルプマン！」（くさか里樹）
｢医療のこと、もっと知って欲しい｣（山岡淳一郎）
　ブログ：http://irohira.web.fc2.com/

●色平先生の講演要旨
・  地域医療とは、「高度医療」とか「救命医療」と
いうような医療の一分野という認識ではなく、「地
域のなかの一つの役割」と捉えている。故･若月
俊一名誉総長は「全ての医療は地域医療でなけれ
ばならない」という立場から、患者のために病院
やスタッフを育てた。患者のあらゆる環境を知っ
て、初めて治療になる。

・  多くの人が感染症（結核とか肺炎など）に苦しん
だ時代には抗生物質治療や手術の発達で、不治の
病が「治る病気」になり、つぎに医療機器の発達
によりレントゲンでは分からなかった症状が、診
断できるようになり治療を可能にしてきた。しか
し、全てが治せる病ではなく最新医療といわれる
治療でも、万能ではない。医療技術が進みすぎて、
診断はつくが、治せない時代にきている。結果と
して、治療は、「寄り添う｣ ｢聴く｣ が重要になっ
てくる。
　 高齢化が進むにつれ、医療より介護のほうが、重
要度が増してきているのが、現状。
　 介護人材を確保できないと自分たちの老後、みな
さんの老後はないといえる。人類史上、初めての
ことに直面している。

・  医者だけで患者を診ることはできなくなってい
る。看護師は患者に一番寄り添えるポジションで、
患者と医師の通訳であり、なくてはならない存在。

・  将来の医者不足の問題。よく「３時間待ちの３分
治療」といわれるが、実際30分話して欲しいと
すると、単純計算で10倍の医師が必要。医師一
人育成するのに１億円かかる。
　 その費用までは考えない。日本でも足りなければ、
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海外から医者をという人もあるが、根本的な解決
にはならない。医師不足、言葉の壁、海外の患者
受け入れ、また、医薬品や直接患者と会わない部
門での外国人の受け入れ等、国内の雇用にはどう
ひびくのか。みなさんがなにを望むのか。それぞ
れが、私たち自身の問題。

・  高齢化が進むと、「医療で何とかできる時代」は
終わる。認知症をはじめ、ほかにも治せない病気
がでてくる。医療や社会福祉、介護の問題につい
て、ほとんどの医者に、高齢社会の実相すら見え
ていない。

・  国民皆保険制度。これは世界中から注目されてい
る。50年前、戦後の貧しい時代に導入したこの
支え合いの制度は私たちの「宝」です。なぜ、注
目されるのか。いま、約50 ヶ国で導入し、給付
を増やしているが、どの国も悩んでいる。財源で
はなく、地方で働き続けたいという医者や看護師
の確保ができない。賃金格差。制度があっても医
療従事者がいなければ意味がない。

・  現在の日本の皆保険制度。内因として財政赤字、
滞納や未納、無保険者の問題。外因として外国に
行って医療サービスを受ける「メディカルツーリ
ズム」の増加。環太平洋戦略的経済協定（ＴＰＰ）
への参加。内因、外因とも、ほとんどの人が関心
をもっていない。

・  これらの問題を自分のこととして考え、行動する。
そしてどんな医療や介護を受けたいのか。そのた
めになにが必要なのか。安心して生きられる地域
作りは、ここから始まると思います。

■ ホームページに、分かりやすい事故対応マ
ニュアルコーナーとジャンル別相談コーナー
を、開設準備中。

・  本紙のWillニュースのページで事故状況などを掲
載していますが、とくに最近は、学生さんの実習
中や登下校中の自転車等での対人事故が増えてい
ます。また事故そのものより、学生さんの初期対
応の所作や態度によって、思わぬトラブルに発展
するケースが多く報告されています。Willは基本
的に自動車保険とは違います。そうした注意点や、
万一そのような事故になってしまったときの対応
について、注意点などをまとめてホームページに
掲載します。只今準備中です。

・  現在、ホームページの安心支援コーナーで、トラ
ブルQ&Aコーナーで事例をあげてトラブル相談

を紹介していますが、当会事務局にはメールなど
で事故等の法律相談だけはではなく、職場などで
の人間関係や労務管理問題、また保護者等のク
レーマー対応などの相談が参ります。そこで、ホー
ムページに法律問題、労務管理問題、クレーマー
対策、メンタルヘルスケアなど、各専門家による
無料相談コーナーの開設を準備中です。また、こ
ういうことを入れて欲しいというご希望等ござい
ましたら、どうぞ事務局までご一報ください。

■全国どこでも「出前講演」いたします。

・看護師の業務と法的責任
・臨地実習におけるリスクや注意点
・患者さんの個人情報を取り扱う注意点
・ 最近急増している学校や教職員に対するク
レイマー対策・労務管理等について

等に関するお問い合わせをいただいています。
これらを含む様々なテーマについて、ご要望に
より当会顧問弁護士また専門家の講演を開催い
たしております。先生方の研修会や勉強会など
にご利用いただける当会の活動です。どうぞ共
済会事務局までご相談ください。

■「新・教務必携」―看護学校の運営と管理―
（在庫僅少になりました）

当会で出版いたしました山田里津著「新・教務
必携」は、会員校、非会員校を問わず、ご注文
をいただいております。在庫も少なくなってお
りますので、お求めの場合は早めにお申し込み
ください。会員校様には2,000円のところ1,050
円でお分けしています。

■「日本の看護職教育―戦後からの軌跡」
　　著者：山田里津

企画編集：一般社団法人日本看護学校協議会共済会
出版：文藝春秋社
協力：一般社団法人日本看護学校協議会
　　　㈱メディクプランニングオフィス
　　　頒価2,000円＋送料実費
看護に関わる方々だけではなく、日本の戦後の
歴史の一片として一般の方々にもぜひ読んでい
ただきたい大変興味深い一冊です。

【お問い合わせ・連絡先】
一般社団法人日本看護学校協議会共済会事務局
TEL：03-5541-7112　FAX：03-3206-3100
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　「Will」を始めとする当会の補償制度について、
現時点での加入状況等をご報告いたします。

■総合補償制度「Will」
（表１）は、平成23年５月31日時点でのタイプ別加
入者数一覧です。昨年の同時期に比べ、７千人ほど
増えており、例年の中途加入・中途解約傾向から推
測すると、今年度末には約17万人の加入者が見込ま
れます。 表１

Willのタイプ 加入人数
Will １ ７，４３２人
Will ２ １１８，３４５人
Will ３ １３，０９５人
Will ３DX ２，９９３人
通信専用Will ２，４７９人
教職員用Will ５，５２５人

合計 １４９，８６９人
＊平成23年５月31日現在

　増加の要因といたしましては、教職員の皆様のご
加入者が増えていること、看護以外の医療・福祉系
専門職養成施設からの採用が増えてきたこと（表２）
が挙げられます。 表２

学科 学校数 割合
看護系 ９８９校 ７６％
看護以外の医療系 ２５４校 ２０％
介護・福祉系 ４９校 ４％

合計 １，２９２校 １００％
＊平成23年５月31日現在

　毎年年度末に「実際に起こった事故例から見る
安全対策」を発行し、会員校にお配りしています
が、今年度からは学生さんにも見ていただけるよう、
ホームページへの掲載に力を入れていきたいと考え
ております。また、近年の傾向として、学生さんが
加害者となる自転車事故が多発しており、被害者へ

の対応の仕方が悪いために、事故解決までに多大な
労力と時間を要するケースが増えています。
　賠償事故を起こしてしまった場合の対応の仕方等
についてもホームページを通して、お伝えしていく
予定です。

■個人情報漏えい保険
　昨年の共済会ニュースでご案内いたしました「個
人情報漏えい保険」は、平成23年度72校の養成施設
にご加入いただきました。総合補償制度「Will」に
付帯している患者さんに対する「個人情報漏えい保
険」との違いを表３でご確認ください。
　太字で示したように、新しい「個人情報漏えい保
険」は、実習先の患者さんの個人情報のみならず、
学校が管理する生徒や教職員の個人情報漏えいにも
対応でき、また、最終的に損害賠償責任を負うか負
わないかに拘わらず、お見舞い品購入費用やお詫び
状作成費用なども補償されます。また、個人情報漏
えい事故が発生した後、再発を防ぐためのコンサル
ティング費用なども補償されます。
　通常、多くの顧客情報等を管理する企業が契約す
る「個人情報漏えい保険」は、大きな事故に備えた
補償限度額を設定しており、また保険料を売上高を
元に算出することから、保険料は比較的小規模な企
業でも10万円を下りません。他方、当共済会の会員
である医療福祉系の養成施設は、管理する個人情報
の数が比較的少ないため、補償限度額も、企業のよ
うに高額に設定する必要はありません。また保険料
算出に当たっては売上高ではなく学生の定員数を
使っているので、大変安価にご加入いただくことが
できます。（例：１学年の定員40名で３年課程の看
護学校の場合、年間保険料＝13,920円）
　今年度の中途加入は受け付けておりませんが、次
年度からのご加入に向けてご検討ください。
 表３

平成23年度　各補償制度の加入状況

「Will」付帯の
「個人情報漏えい保険」 新しい「個人情報漏えい保険」

補償される
場合

①学生や教職員が実習中に患
者さんの個人情報を漏えい
したことにより、養成施設
に賠償責任が生じた場合 

①学生や教職員が実習中に患者さんの個人情報を漏えいした
ことにより、養成施設に賠償責任が生じた場合 
②養成施設が、自ら管理する生徒や教職員の個人情報を漏え
いし、養成施設に賠償責任が生じた場合

支払われる
保険金 ①損害賠償金 ①損害賠償金

②詫び状作成費用、見舞い品購入費用等
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■学資保険「b-nurse」
　「Will」が学生さんや教職員の方ご自身のケガ、
第三者への賠償責任、感染事故を補償するのに対
し、この保険は学生さんの保護者がケガや病気で亡
くなったり、ケガで重度後遺障害を負ったため収入
が減ったり途絶えたりした場合に、学生さんの授業
料等を保険で補うことを目的としたものです。ケガ
で亡くなった場合は、育英費用（生活費）も一時金
で支払われます（表４）。
　この保険は「Will」の加入人数による団体メリット
が大きく活かされているため、他の同種の保険に比べ
てとても安価でご加入いただくことができます（表５）。

表４
支払われる費用 支払い事由 保険金額

学業費用
（授業料等）

① ケガによる死亡・
後遺障害
②疾病による死亡

卒業まで毎年 80
万円を上限とす
る実費

育英費用
（生活費等）

① ケガによる死亡・
後遺障害

100 万円×卒業
までの年数

表５
修業年限 在学中の合計保険料
５年 ２７，１４０円
４年 １８，０１０円
３年 １０，６５０円
２年 ５，１５０円

　平成22年にスタートしたこの保険は、平成22年度
は１校32名のご加入でしたが、今年度は11校115名
のご加入がございました。
　保護者の皆さまへのご説明が必要な場合は、共済
会にご用命いただければ、ご説明に伺います。

■看護職総合補償制度「e-kango」
　この保険は、主に看護師、准看護師、保健師、助
産師の方を対象とした保険で、次の３つの保険種目
を任意に組み合わせて加入することができます。現
在約700名のご加入があります。
①看護職賠償責任保険（業務中の賠償責任）
②普通傷害保険（ご自身のケガ）
③ 団体長期障害所得補償保険（就業障害が発生した
場合の所得補償）

　③団体長期障害所得補償保険は、平成23年度から
新規に加わった保険種目です。この保険はケガによ
る就業障害、疾病による就業障害のどちらも対象と
しており、疾病には多くの精神障害も含まれていま
す。

＜保険金の設定＞
月収を超えない範囲で、10万円単位で複数口ご加入
いただくことができます。

＜毎月受け取る保険金額＞
前項で設定した金額に所得喪失率を乗じて算出します。
（例）
30万円（設定）×80％（所得喪失率）=24万円／月

＜保険金の支払い開始日＞
免責型によって下表のとおり定められています。

免責30日型 免責90日型 免責545日型

就業障害発生日
から30日後

就業障害発生日
から90日後

就業障害発生日
から545日後

＜保険金の支払い期間＞
支払い開始日から最長３年間（精神障害の場合は最
長２年間）

＜年間保険料＞
年齢、性別、免責型により一意に決まっています。

　この保険は看護職の資格を問わず「Will」にご加
入の教職員の皆様にもご加入いただくことができま
す。詳しい資料が必要な場合は本頁末尾に記載の
「Will」事務局まで資料請求をしてください。

■研修補償制度「Will & e－kango」
　看護の認定資格取得や、各種卒後研修などで、実
技演習が伴う時などに必要となる補償制度です。教
職員用「Will」と「e-kango」の看護職賠償責任保
険を組み合わせた保険で、都道府県看護協会の依頼
により開発したものです。平成22年度は、23県1,641
名の加入がありました。研修生が「Will」にご加入
されている場合は、「e-kango」の看護職賠償責任保
険を追加することもできますので、必要がございま
したら「Will」事務局までお問い合わせください。

補償制度に関するお問い合わせ先

一般社団法人日本看護学校協議会共済会
「Will」事務局

フリーダイヤル：0120-863755
ＦＡＸ：0120-782279
メール：kango-will@nifty.com
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任
保
険
の
お

支
払
い
対
象
外
と
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

〈
お
支
払
い
出
来
る
と
思
わ
れ
る
場
合
の
例
〉

①
患
者
さ
ん
を
、
緊
急
避
難
の
た
め
、
車
イ
ス
で
誘
導
し

た
と
こ
ろ
、
地
震
は
こ
な
か
っ
た
が
ス
ト
ッ
パ
ー
を
か

け
忘
れ
、
斜
面
に
患
者
さ
ん
の
車
イ
ス
を
置
い
た
為
す

べ
り
だ
し
、
転
倒
し
て
ケ
ガ
を
負
わ
せ
た
。

　

こ
の
様
に
、
自
然
災
害
時
で
の
事
故
と
は
い
え
、
明

ら
か
に
学
生
さ
ん
の
過
失
が
原
因
で
あ
る
場
合
は
、
民

法
上
の
賠
償
責
任
が
生
じ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

但
し
、
こ
の
様
な
ケ
ー
ス
で
も
、
緊
急
避
難
時
と
い

う
状
況
を
加
味
し
ま
す
の
で
、
学
生
さ
ん
に
賠
償
責
任

が
生
じ
る
か
ど
う
か
は
個
別
の
事
例
ご
と
の
判
断
に
な

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
で
の
感
染
事
故
の
検
査
・
予
防
措
置
費

用
保
険
（
五
十
万
円
を
限
度
と
す
る
）
で
の
補
償
は
、
医

療
施
設
な
ど
で
の
臨
地
実
習
中
の
感
染
事
故
に
限
定
さ
れ

て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
範
囲
で
は
、
避
難
所
で
の
支
援
・
救
援
活
動
に
対

し
て
、
養
成
施
設
が
避
難
所
を
臨
地
実
習
施
設
と
ご
承
認

い
た
だ
け
る
限
り
に
お
い
て
は
、
保
険
で
の
補
償
対
応
が

可
能
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
但
し
、
避
難
所
な
ど

の
施
設
で
は
な
く
、
外
で
感
染
事
故
に
遭
っ
た
場
合
な
ど

は
、
保
険
で
の
補
償
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

　

当
会
で
は
、
今
回
の
震
災
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の

重
要
性
に
鑑
み
、
損
害
保
険
で
の
対
応
が
で
き
な
い
場
合

で
も
、
出
来
得
る
限
り
、
共
済
制
度
で
の
補
償
（
十
万
円

ま
で
の
補
償
）
を
考
え
て
お
り
ま
す
の
で
、
ご
相
談
く
だ

さ
い
。

ガ
や
物
の
破
損
に
関
し
て
、
相
当
な
因
果
関
係
が
必
要
と
な

り
ま
す
。
そ
の
因
果
関
係
の
割
合
に
よ
っ
て
、
過
失
責
任
度

合
い
が
決
ま
り
、
損
失
に
関
す
る
補
償
額
が
決
ま
り
ま
す
。

　

賠
償
責
任
保
険
に
も
、
傷
害
保
険
と
同
様
に
、
自
然
災

害
の
中
、
お
支
払
い
出
来
な
い
（
免
責
条
項
）
項
目
が
あ

り
ま
す
。

　

お
支
払
い
出
来
な
い
自
然
災
害
と
し
て
は

①
地
震
も
し
く
は
噴
火
、
ま
た
は
こ
れ
ら
に
よ
る
津
波
に

よ
る
損
害
賠
償
責
任
。

②
屋
根
・
扉
・
窓
・
通
風
筒
な
ど
か
ら
入
る
雨
ま
た
は
ひ
ょ

う
な
ど
（
台
風
時
が
相
当
す
る
と
思
わ
れ
る
）
に
よ
る

損
害
賠
償
責
任
。〔（
受
託
物
）
賠
償
責
任
保
険
：
預
り

物
の
破
損
・
盗
難
・
紛
失
の
み
免
責
〕

の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
様
に
、
賠
償
責
任
の
場
合
、
地
震
・
津
波
な
ど
の

自
然
災
害
が
原
因
と
し
て
、
結
果
、
被
害
者
が
お
ケ
ガ
を

し
た
、
被
害
者
の
持
ち
物
が
壊
れ
た
場
合
は
、
加
害
者
の

当
事
者
責
任
は
法
律
上
無
過
失
と
な
り
、
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
の
賠

償
責
任
保
険
で
も
免
責
と
し
て
お
支
払
い
対
象
か
ら
外
れ

ま
す
。

〈
お
支
払
い
出
来
な
い
場
合
の
例
〉

①
誘
導
中
に
、
地
震
の
た
め
、
施
設
の
天
井
か
ら
落
下
物

が
あ
り
、
患
者
さ
ん
が
ケ
ガ
を
し
た
。

② 

学
生
が
患
者
さ
ん
を
、
比
較
的
安
全
だ
と
想
定
し
た
場

所
へ
誘
導
し
、
患
者
さ
ん
を
残
し
て
、
他
の
患
者
さ
ん

の
誘
導
に
行
っ
た
と
こ
ろ
、
地
震
に
よ
り
誘
導
し
た
患

者
さ
ん
が
、
落
下
物
に
よ
り
ケ
ガ
を
し
た
。

　

こ
の
様
な
場
合
は
、
学
生
さ
ん
の
判
断
ミ
ス
で
、
結

果
と
し
て
患
者
さ
ん
が
お
ケ
ガ
を
負
う
こ
と
に
は
な
り

ま
し
た
が
、危
機
管
理
の
プ
ロ
で
は
な
い
学
生
さ
ん
が
、

予
想
で
き
る
範
囲
内
の
原
因
と
結
果
で
は
な
く
、
地
震

な
ど
の
自
然
災
害
が
主
た
る
原
因
と
判
断
出
来
ま
す
。

賠
償
責
任
保
険
に
関
し
て

感
染
事
故
へ
の
対
応
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こ
の
共
済
制
度
の
見
舞
金
な
ど
の
補
償
費
は
、「
Ｗ
Ｉ

Ｌ
Ｌ
」
の
掛
金
の
中
か
ら
、
保
険
料
と
は
別
に
、
一
人
当

た
り
二
百
円
（
会
費
を
含
む
）
を
拠
出
し
て
い
た
だ
き
、

そ
の
一
部
を
、
実
習
中
の
感
染
事
故
へ
の
補
償
費
や
各
種

見
舞
金
の
補
償
制
度
と
し
て
運
営
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お

り
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
の
ほ
か
の
運
用
費
と
し
て
は
、
施
設
賠
償
責

任
保
険
や
個
人
情
報
漏
え
い
保
険
の
再
保
険
料
な
ど
に
充

当
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

　

今
回
の
東
日
本
大
震
災
と
い
う
未
曾
有
の
事
態
を
受

け
、
理
事
・
代
議
員
の
ご
承
認
を
い
た
だ
き
、
本
年
度
は

感
染
事
故
補
償
費
を
含
め
、
各
種
見
舞
金
の
補
償
費
の
予

算
を
九
百
万
円
＋
α
（
前
年
度
ま
で
約
四
百
万
円
前
後
）

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
こ
れ
も
会
員
の
皆
さ
ま
の

ご
理
解
と
ご
協
力
に
よ
る
も
の
と
、
深
く
感
謝
申
し
上
げ

ま
す
。

　

今
回
の
大
震
災
に
伴
う
「
お
見
舞
金
制
度
」
に
関
し
て

は
、
特
に
期
限
を
設
け
て
お
り
ま
せ
ん
の
で
、
該
当
す
る

学
生
の
方
が
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
し
た
ら
、
今
後
共
、
ご
報

告
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

ま
た
、
地
震
・
津
波
に
よ
る
直
接
の
被
災
以
外
に
、
今

回
の
震
災
で
は
福
島
第
一
原
発
の
放
射
能
汚
染
に
よ
り
、

避
難
を
余
儀
な
く
さ
れ
未
だ
に
家
に
戻
れ
な
い
学
生
の
方

や
、
他
の
養
成
施
設
に
転
校
さ
れ
た
学
生
の
方
も
多
く
お

ら
れ
る
よ
う
で
す
。
そ
う
し
た
学
生
の
方
に
も
、
同
様
の

教
科
書
・
実
習
衣
等
へ
の
見
舞
金
制
度
を
適
用
し
て
お
り

ま
す
の
で
該
当
な
さ
る
方
は
、
ご
報
告
く
だ
さ
い
。

原
発
事
故
で
の
避
難
に
対
す
る
補
償

地
震
・
津
波
や
、
そ
の
後
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
時
の
「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
の
補
償
対
応

東
日
本
大
震
災
以
降
、
地
震
・
津
波
に
対
し
て
や
、
そ

の
後
の
、
被
災
地
や
避
難
先
で
の
、
支
援
活
動
に
学
生
が

従
事
す
る
場
合
の
、「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
で
の
補
償
に
つ
い
て

の
お
問
い
合
わ
せ
が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
す
。

そ
こ
で
、「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
の
補
償
の
特
徴
で
あ
る
、
傷

害
保
険
と
賠
償
責
任
保
険
と
感
染
事
故
に
関
し
て
、
補
償

出
来
る
ケ
ー
ス
と
出
来
な
い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
ご
説
明
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
ご
高
覧
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
に
存

じ
ま
す
。

ご
自
身
の
お
ケ
ガ（
傷
害
保
険
）へ
の
対
応

　
「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
は
、
補
償
範
囲
に
よ
っ
て
タ
イ
プ
が
異

な
り
ま
す
が
、
傷
害
保
険
で
は
ど
の
タ
イ
プ
も
通
常
の
普

通
傷
害
保
険
を
ベ
ー
ス
に
し
て
い
ま
す
。
こ
の
普
通
傷
害

保
険
で
は
、
保
険
金
を
お
支
払
い
出
来
な
い
場
合
と
し
て

①
自
然
災
害
の
中
、
地
震
も
し
く
は
噴
火
ま
た
は
こ
れ
ら

に
よ
る
津
波
に
よ
る
ケ
ガ
が
該
当
し
ま
す
。

②
但
し
、
自
然
災
害
の
中
で
も
、
台
風
に
関
し
て
は
、
火

災
と
同
様
、も
し
学
生
が
負
傷
し
た
場
合
「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」

の
傷
害
保
険
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

※ 

①
の
ケ
ー
ス
を
補
償
す
る
た
め
に
は
、
地
震
・
津
波
な

ど
も
補
償
出
来
る
特
約
保
険
に
ご
加
入
い
た
だ
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

 　

こ
の
様
に
地
震
・
津
波
な
ど
を
直
接
の
原
因
と
す
る

負
傷
は
、
普
通
傷
害
保
険
の
お
支
払
い
対
象
か
ら
外
れ

ま
す
が
、「
時
間
経
過
」
と
加
入
学
生
の
行
為
・
状
態

な
ど
が
原
因
と
想
定
さ
れ
る
場
合
は
、一
時
的
災
害（
直

接
の
原
因
）
で
は
な
く
、
二
次
的
災
害
（
地
震
・
津
波

と
の
因
果
関
係
が
不
鮮
明
）
と
し
て
、
傷
害
保
険
の
お

支
払
い
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

 　

若
干
、
不
鮮
明
な
部
分
も
あ
り
ま
す
が
、
傷
害
保
険
の

お
支
払
い
対
象
と
な
る
場
合
と
、
お
支
払
い
出
来
な
い
場

合
を
参
考
例
と
し
て
、
以
下
に
挙
げ
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

〈
お
支
払
い
出
来
な
い
場
合
の
例
〉

①
地
震
に
よ
る
直
接
損
害
が
発
生
し
た
場
合

●

地
震
の
揺
れ
で
家
屋
が
崩
壊
し
下
敷
き
に
な
っ
た
。

●

調
理
中
、
地
震
の
揺
れ
で
手
元
が
く
る
い
、
包
丁
で

指
を
切
っ
た
。

●

自
転
車
を
運
転
中
、
道
路
が
倒
壊
し
自
転
車
ご
と
落

下
し
傷
害
を
被
っ
た
。

●

自
転
車
を
運
転
中
、道
路
が
倒
壊
し
下
敷
き
に
な
っ
た
。

●

後
片
付
け
あ
る
い
は
家
財
を
取
り
に
行
っ
た
際
に
、

罹
災
し
た
建
物
に
入
り
込
ん
だ
と
た
ん
、
余
震
が
起

こ
り
、
不
安
定
に
な
っ
て
い
た
建
物
が
倒
壊
し
傷
害

を
被
っ
た
。

●

地
震
の
揺
れ
で
ス
ト
ー
ブ
が
転
倒
し
、
そ
の
結
果
お

き
た
火
災
で
傷
害
を
被
っ
た
。
ま
た
は
、
前
期
の
火

災
の
延
焼
に
よ
っ
て
傷
害
を
被
っ
た
。

②
緊
急
脱
出
中
の
事
故
が
発
生
し
た
場
合

　

以
下
に
記
載
の
状
況
に
お
い
て
は
、
地
震
に
よ
る
直

接
損
害
と
密
接
な
状
況
で
事
故
が
発
生
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
お
支
払
い
が
出
来
な
い
ケ
ー
ス
に
な
り
ま
す
。

●

地
震
直
後
、
家
か
ら
慌
て
て
飛
び
出
す
際
に
、

　

・
階
段
か
ら
転
げ
落
ち
た
。

　

・
窓
ガ
ラ
ス
に
ぶ
つ
か
り
手
を
切
っ
た
。
等
。

●

地
震
直
後
、
損
壊
し
た
家
屋
か
ら
這
い
出
す
際
に
、

す
り
傷
を
負
っ
た
。

●

地
震
の
揺
れ
が
お
さ
ま
っ
た
直
後
、
家
屋
か
ら
脱
出

し
よ
う
と
し
た
際
、
建
物
の
一
部
が
崩
れ
損
害
を

被
っ
た
。
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≪

ご
報
告≫

東
日
本
大
震
災
に
伴
う

お
見
舞
金
（
共
済
制
度
）
の
お
支
払
い
に
つ
い
て

一
般
社
団
法
人 

日
本
看
護
学
校
協
議
会
共
済
会
・
事
務
局
長　

鶴
見 

美
智
恵

　

本
年
三
月
十
一
日
に
、
東
北･

関
東
太
平

洋
岸
一
帯
を
襲
い
ま
し
た
東
日
本
大
震
災
に

よ
り
、
亡
く
な
ら
れ
た
多
く
の
方
々
の
ご
冥

福
を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
と
と
も
に
、
被

災
さ
れ
ま
し
た
多
く
の
方
々
に
、
心
よ
り
お

見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

こ
の
度
の
大
震
災
で
は
「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
に

ご
加
入
し
て
い
た
だ
い
て
い
る
学
生
の
方
々

の
な
か
に
も
、
広
く
大
き
な
被
害
が
あ
り
ま

し
た
。

　

当
会
で
は
、
共
済
制
度
（
互
助
制
度
）
と

し
て
、「
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
」
の
傷
害
保
険
の
支
払

い
の
対
象
に
な
ら
な
い
死
亡
事
故
に
対
す
る

見
舞
金
（
一
律
三
万
円
を
遺
族
に
お
支
払
い

し
ま
す
）
と
、
地
震
・
水
害
等
の
天
災
・
地

変
に
よ
り
、
教
育
に
要
す
る
学
生
の
教
材
・

器
具
類
が
使
用
不
能
に
な
っ
た
場
合
の
見
舞

金
（
一
事
故
三
万
円
を
限
度
と
す
る
実
費
）

を
実
施
し
て
お
り
ま
す
。

　

こ
の
制
度
に
基
づ
き
、
今
回
の
大
震
災
で

「
見
舞
金
」
と
し
て
お
支
払
い
し
た
金
額
は
、

平
成
二
十
三
年
五
月
末
日
現
在
、
下
記
の
通

り
で
あ
り
、
ご
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

死亡お見舞金
（一律３万円）

岩手県 １名 ３０，０００円

宮城県 ２名 ６０，０００円

栃木県 １名 ３０，０００円

計 ４名 １２０，０００円

教科書・実習衣等が
使用不能になった
場合のお見舞金
（上限３万円とする
実費負担）

宮城県 １２７名 ３,６２５，９１７円

福島県 １名 ２，７３０円

茨木県 ３名 ９，３９５円

栃木県 １名 ９４５円

計 １３２名 ３,６３８，９８７円

■東日本大震災に伴うお見舞金支払額

■平成23年５月末日現在の支払総額：３，７５８，９８７円
※ 地震・津波による被災以外に、福島県を中心に放射能汚染のために避
難して家に戻れない学生や、他の養成施設に転校した学生のための教
科書・実習衣等の再購入費の見舞金の補償も行っておりますので、ご
報告ください。


